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  台湾税務および投資法令アップデート 
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所得税法 

配当所得への新しい課税制度に伴い、財政部は2018年6月29日に「所得税法施行細則」の条

文の一部を改正し、株主、組合員または出資者への配当または利益の適用すべき課税規定を

明示 

要点をまとめると次の通りとなります。 

対象 課税方法 

個人 

 取得した配当または利益が 1998 年度またはそれ以降の年度

に属する場合、新制度により両者の有利な方を適用(二者択

一)。 

1)合算課税＋税額控除：配当所得をその他の個人所得と合算

して累進課税にて課税、ただし配当総額の 8.5%(上限 NT$8

万)を税額より控除。 

2)28%単一税率での分離課税。 

 取得した配当または利益が 1997 年度またはそれ以前の年度

に属する場合、その他の個人所得と合算して課税。 

本社機構が台湾内にあ

る会社、協同組合および

その他の営利事業 

取得した配当または利益は、課税所得に算入しない。 

教育、文化、公益、慈善

機関または団体 
取得した配当または利益は、所得額に算入する。 

台湾外に居住する個人

または本社機構が海外

にある企業 

配当または利益については、源泉徴収義務者が 21%の源泉徴収

税を源泉徴収する(2019 年 1 月 1 日から未処分利益課税額は配

当送金時の源泉徴収税額から控除できない) 。 

留意点：会社が1997年度以前の年度の利益または利益準備金から配当(利益)を分配する場合、

その個人株主は個人所得と合算して課税され、上記の二者択一の新制度は適用されません。

また、個人が 1997 年度以前の年度に取得した配当課税が繰り延べられている株式を譲渡し、

その配当所得が譲渡年度に実現する場合も、個人所得と合算して課税されます。 
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個人投資家の奨励、ハイリスクスタートアップ企業の後押しのため、2018 年 6 月 6 日に経

済部と財政部が産業創新条例第 23 条の 2 第 2 項に基づき、「個人投資家によるスタートア

ップ事業への投資に関する所得控除規定」を制定し公布 

要点をまとめると次の通りとなります。 

法的根拠 産業創新条例第 23 条の 2 

投資期間 2017 年 11 月 24 日から 2019 年 12 月 31 日まで 

投資対象  設立して 2 年未満の台湾内のハイリスクスタートアップ事業で、次の各要

件を満たさなければならない。 

• 所有する技術、独創性またはビジネスモデルに革新性および発展性がある。 

• ターゲット市場にソリューションを提供でき、またはニーズを創出できる。 

• 開発した製品、役務またはサービスに市場化の可能性がある。 

 会社は、2019 年 12 月 31 日までに、関連書類を添付して中央目的事業主務

機関の認定を申請しなければならない。 

適用要件  個人による現金投資 

 同一年度に同一会社への投資金額が NT$100 万以上 

 新たに発行される株式を取得し、かつ株式を 2 年以上保有 

控 除 額 の

上限 

 保有期間 2 年が満了する年度に個人所得総額から投資金額の 50%を上限と

して控除可能。 

 控除限度額は NT$300 万を上限とする。 
 

証券取引法  

従業員への新株予約権および自己株式の付与対象が非正規雇用の従業員にまで拡大 

企業の人材確保、従業員報酬制度の柔軟性を高めるため、金融監督管理委員会は2018年6

月15日に金管証発字第1070321630号通達を公布し、2007年12月26日付金管証一字第

0960073134号通達を改正しました。従業員への新株予約権および自己株式の付与対象が

非正規雇用の従業員にまで拡大され、慎重を期して「従業員の身分認定基準」を株式引受

または譲渡規定に定めなければならないとの規定が増設されました。   
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